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※これは速報であり、数値等は今後も変わることがある。

平成２４年台風第１７号による被害状況等
について

内閣府報道発表資料より抜粋　

１ ．気象の概況（気象庁情報：１0月 1日１4：00現在）
⑴　概　　況
・フィリピンの東海上で 9月21日に発生した台風第
17号は、大型で非常に強い勢力を保ったまま 9月
28日から29日にかけて沖縄・奄美を通過した。台
風はその後30日には四国の南へ進み和歌山県潮岬
付近を通過して、同日19時頃愛知県東部に上陸し、
関東甲信、東北を通って、10月 1 日昼頃には北海
道東方海上に達した。
・台風の接近に伴い、非常に激しい雨が降り猛烈な
風が吹いた。また、高潮が発生した。

⑵　大雨の状況
・主な 1時間降水量（ 9月28日 0 時から10月 1 日14
時まで）

（アメダス観測値）
　鹿児島県
　　古仁屋	 96．５ミリ	 29日	 19時46分まで
　岩手県
　　祭畤	 ８2．５ミリ	 10月 1 日	 0 時53分まで
　三重県
　　亀山	 79．0ミリ	 30日	 17時18分まで
　　四日市	 76．0ミリ	 30日	 17時37分まで
（気象レーダー等による解析（※））
　120ミリ以上
　　山梨県	 鳴沢村	 30日21時30分まで
　　静岡県	 富士宮市	 30日21時30分まで

　約120ミリ
　　静岡県	 浜松市	 30日19時30分まで
　　鹿児島県	 瀬戸内町	 29日19時00分まで
　約110ミリ
　　三重県	 四日市市、鈴鹿市
	 	 30日17時30分まで
　　兵庫県	 神戸市	 30日16時30分まで
　　鹿児島県	 奄美市、大和村
	 	 29日20時00分まで
・主な24時間降水量
（アメダス観測値）
　沖縄県	 仲筋	 ５7３．0ミリ	 29日	 7 時00分まで
　鹿児島県	 古仁屋	３9８．0ミリ	 30日	 2 時40分まで
　沖縄県	 川平	 ３7５．５ミリ	 29日	 ３ 時00分まで
　沖縄県	 鏡原	 ３47．0ミリ	 29日	 7 時40分まで
　沖縄県	 久米島	３41．５ミリ	 29日	 21時00分まで
（気象レーダー等による解析）
　約600ミリ
　　静岡県	 富士宮市	 01日06時00分まで
　　沖縄県	 多良間村	 29日03時30分まで
　約５00ミリ
　　山梨県	 鳴沢村	 01日06時00分まで
　約4５0ミリ
　　奈良県	 川上村	 01日04時30分まで
　　鹿児島県	 奄美市、大和村	 29日22時30分まで
・主な期間降水量
（アメダス観測値）
　沖縄県	 仲筋	 ５76．0ミリ
　鹿児島県	 古仁屋	 409．0ミリ
　沖縄県	 川平	 ３7８．0ミリ
　鹿児島県	 名瀬	 ３５4．0ミリ
　沖縄県	 鏡原	 ３49．0ミリ
（気象レーダー等による解析（※））
約600ミリ
　静岡県富士宮市、沖縄県多良間村

（※）レーダー等を用いて解析された降水量（ 1㎞四方
毎）の市町村内の最大値を表記。

　　   ～ 50ミリ：  ５ミリ単位
　　 50～200ミリ： 10ミリ単位
　　200～500ミリ： ５0ミリ単位
　　500～   ミリ：100ミリ単位
　　で表記。
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約５00ミリ
　山梨県鳴沢村
約4５0ミリ
　奈良県川上村、鹿児島県奄美市、大和村、
　瀬戸内町、龍郷町

⑶　風の状況
・主な最大風速
（アメダス観測値）
　沖縄県
　　北原	 （北北西）	4３．6m/s	 29日	 9 時47分
　鹿児島県
　　天城	 （北北西）	41．9m/s	 29日	 18時11分
　鹿児島県
　　沖永良部	（北北西）	41．4m/s	 29日	 17時52分
　沖縄県
　　那覇	 （西北西）	41．1m/s	 29日	 13時28分
・主な最大瞬間風速
（アメダス観測値）
　沖縄県
　　那覇	 （西北西）	61．2m/s	 29日	 13時23分
　沖縄県
　　渡嘉敷	 （南東）	 ５８．9m/s	 29日	 7 時51分
　沖縄県
　　名護	 （北西）	 ５7．4m/s	 29日	 15時20分

　沖縄県
　　糸数	 （南東）	 ５５．6m/s	 29日	 ８ 時17分
　沖縄県
　　北原	 （北北西）	５５．0m/s	 29日	 9 時47分

⑷　潮位の状況
・過去最高値を記録した主な地点（潮位観測地［標
高］）

（参考：これまでの最高値）
　愛知県　赤羽根　185㎝  9 月30日 18時06分
　　　　　 （潮位偏差 118㎝）

（137㎝ 2009年10月 ８ 日）
　三重県　鳥羽　　190㎝  9 月30日 18時03分
　　　　　 （潮位偏差　94㎝）

（175㎝ 1953年 9 月25日）
　愛知県　鬼崎　　190㎝  9 月30日 17時58分
　　　　　 （潮位偏差　86㎝）

（183㎝ 1972年 9 月16日）
　静岡県　田子　　133㎝  9 月30日 17時39分
　　　　　 （潮位偏差　67㎝）

（129㎝ 1999年10月27日）
（注）・潮位観測値は瞬間値のため、今後修正等を行

う可能性がある。
　　・潮位偏差とは、実際に観測された潮位と、過

去データの解析をもとに計算した潮位予測値
の差。

２ ．人的・物的被害の状況（消防庁調べ：１0月 １ 日 １6：30現在）
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3 ．その他被害の状況
⑴　土砂災害

（国土交通省調べ：１0月 １ 日 07：00現在）
・土石流等	 なし
・地すべり	 なし
・がけ崩れ	 2 県 4 件
　奈良県	 2 件（山添村）
　鹿児島県	 2 件（瀬戸内町）

⑵　河川（国土交通省調べ：１0月 １ 日 07：00現在）
○国管理河川の出水状況
・計画高水位を超えたが、現在下回っている河川
　 2水系 2河川
・はん濫危険水位を超えたが、現在下回った河川
　 2水系 ３河川
・避難判断水位を超えたが、現在下回った河川

　 ３水系 4河川
・はん濫注意水位を超えたが、現在下回った河川
　 9水系14河川

⑶　ライフライン
○電力（経済産業省調べ：10月 1 日 16：00現在）

管　内 停電戸数 現在の停電戸数

東 北 電 力 約2,000戸 解消済み

東 京 電 力 約500戸 20戸未満

中 部 電 力 約44,000戸 約200戸

関 西 電 力 約200戸 10戸未満

四 国 電 力 約200戸 解消済み

九 州 電 力 約５7,000戸 約19,000戸

沖 縄 電 力 約177,000戸 約22,000戸

路線名 区　間　名 被災状況 詳　細　情　報

336号
北海道様似郡様似町
冬島～様似郡様似町旭

雨
10月 1 日 6 時15分～　事前規制
人身物損：なし、孤立集落：あり（90戸）
迂回路：あり（R236）

336号
北海道えりも町庶野～
広尾町音調津

雨
10月 1 日 7 時00分～　事前規制
人身物損：なし、孤立集落：あり（2,３５３戸 ５,7３4人）
回路：あり（R236）

⑷　道路（国土交通省調べ：１0月 １ 日 07：00現在）
・高速道路の通行止め状況：現在、通行止めなし（延べ通行止め23路線）
・直轄国道の通行止め状況：現在、 2区間で通行止め（延べ12区間）

・都道府県管理国道の通行止め状況：現在、 ３区間で通行止め（延べ11区間）

・都道府県道の通行止め状況：
　現在、43区間で通行止め（	岩手県 1、宮城県 1、山形県 2、埼玉県 1、長野県 ３、三重県 ８、福井県 1、滋

賀県 1、奈良県 ５、和歌山県 2、鹿児島県17、沖縄県 1）

路線名 区　間　名 被災状況 詳　細　情　報

58号
鹿児島県大島郡瀬戸内町
阿木名

法面崩落
9月29日19時20分～
人身・物損：なし、孤立集落：なし
迂回路：あり

169号 新宮市熊野川町玉置口 法面崩落
9月30日16時00分～
人身・物損：なし、孤立集落：なし
迂回路：なし

166号
三重県松阪市飯高町
七日市～三重県松阪市
飯高町七日市

法面崩落
9月30日20時00分～
人身・物損：確認中、孤立集落：なし
迂回路：あり
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4 ．政府の主な対応
⑴　各府省庁の対応
①　内閣府の対応
・関係省庁災害警戒会議を開催し、今後の気象状況
の見通し及び各省庁の対応状況について情報共有
を行った。（ 9月28日 17：00）
②　警察庁の対応
・災害警備連絡室設置
③　海上保安庁の対応
・第一管区から第十一管区において警戒態勢をと
り、海難等の対応及び関連情報の収集（ 9月28日
～10月 1 日）
・ 9 月30日、カンボジア船籍貨物船「GUO	SHUN	
15」（総トン数4,64５トン、乗組員13名）が、静岡
県牧之原市相良港付近において錨泊中のところ、
強風により流され、乗揚。乗組員に負傷者等なし。
巡視船及び陸上職員を派遣し、船体の警戒・監視
を実施中。
④　文部科学省の対応
・全国の都道府県教育委員会に対し、防災態勢の強
化を図るとともに、児童生徒等の安全確保及び施
設の安全確保等に万全を期すよう要請（ 9月28日
11時48分）
⑤　農林水産省の対応
・農作物等の被害防止に向けた技術指導の徹底及び

農業共済の対応について通知を発出（ 9月27日）
・農地・農業用施設災害の二次災害等の発生防止及
び緊急を要する復旧箇所の応急対策の実施等につ
いて通知を発出（ 9月27日）
・山地災害の応急対応及び被害報告について通知を
発出（ 9月27日）
・林道施設災害の二次災害等の発生防止及び緊急を
要する復旧箇所の応急対策の実施等について通知
を発出（ 9月27日）
・漁船や養殖施設の被害防止について関係者へ注意
喚起を行うよう都道府県及び関係団体に通知を発
出（ 9月27日）
・漁港施設等の災害に対する迅速な応急設置及び被
害報告について関係都道府県に通知を発出（ 9月
27日）
⑥　国土交通省の対応
・国土交通本省警戒体制（平成23年 9 月 4 日より継
続）
・災害情報連絡担当官（リエゾン）の派遣
　宮城県石巻市１名、和歌山県新宮市１名、三重県
紀宝町 1名、愛知県 2名、三重県 1名、名古屋市
2名（ 9月30日）

⑦　国土地理院の対応
・注意体制（ 9月29日 19：00）
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台風第17号で記録した潮位について
― 8地点で過去の最高潮位を更新しました―

気象庁報道発表資料より　

　平成24年 9 月28日から10月 1 日にかけて、全国に
影響を及ぼした台風第17号では、台風が上陸した東
海地方を中心に太平洋沿岸において過去に記録した
最高潮位を上回る潮位を観測し、各地で高潮による
被害が発生しました。最高潮位（速報値）を更新し
た地点を発生時刻順に別紙に示します。
　台風第17号は、29日に沖縄本島付近を通過した後、
30日19時頃に愛知県東部に上陸し、30日夕方に三重
県から神奈川県の沿岸で高潮が発生し最高潮位を更
新しました。この要因としては、以下の 4つの条件
が重なったことがあげられます。

　①　台風による吸い上げ・吹き寄せ効果
　②　海水温が高いことなどにより一年の中で最
も潮位が高くなる時期

　③　 9月30日が満月で大潮
　④　台風通過時間帯が満潮時間帯
　さらに、東海地方では特に静岡県を中心に異常潮
位により潮位が平常時よりも高い状態となってお
り、この影響が高潮に加わったと見られます。この
異常潮位の原因は、黒潮を起源とする暖かい海水が
9月下旬に静岡県沿岸へ流れ込んでいるためと推測
されます。この地域の潮位は、台風通過後も30セン
チから50センチ程度平常時より高い状態が続いてい
ることから、引き続き注意が必要です。

最高潮位を更新した地点一覧（値は平成24年10月 1 日時点の速報値） 別紙
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別添参考
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１ ．開催趣旨
　 ８月30日から ９月 ５日までは防災週間です（昭和
57年閣議了解）。
　この期間を中心に、全国各地で展示会、講演会、
訓練など、国民の防災意識の高揚と、防災知識の普
及・啓発のための様々な取組みが行われました。
　この防災週間の行事の一環として、内閣府、防災
推進協議会の共同開催で、 ９月 1日より下記のとお
り「防災フェア2012」が開催されました（本全国防
災協会も防災推進協議会の幹事メンバーとして活動
しています）。
　平成24年では、災害教訓の語り部や、女性の防災
対策講演会などのイベント、首都直下地震の映像解
説、帰宅困難者に関する取組の紹介、おいしい非常
食の紹介・試食など、防災に関する展示や体験を通
じ、災害時の心構えや日頃の備えなど、防災対策の
重要性を広くアピールしました。

２ ．開催日時及び場所
　日　時：平成24年 ９ 月 1 日（土）～ ３日（月）
　　　　　10：00～20：00
　会　場：横浜ランドマークタワー（ガーデンスク

エア・フェスティバルスクエア）
　　　　　クイーンズスクエア横浜（クイーンズサ

ークル）

３ ．主　　催
　内閣府、防災推進協議会

４．後　　援
警察庁、総務省、消防庁、文部科学省、厚生労働
省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、海上
保安庁、気象庁、防衛省、神奈川県、横浜市

５ ．参 加 費
　無　料

６ ．主な内容（ステージイベント）

防災フェア２０１２の開催について

社団法人 全国防災協会

９ / 1（土）
11：30～12：00

「災害を語り継ぐ」
～困難を生き抜いた

人々の話～

18：00～18：30

９ / 2（日）
11：30～12：00

15：00～15：30

９ / 1（土）15：30～16：30 女性の防災対策
～災害における

男女の違い～９ / 2（日）16：00～17：00

９ / 1（土）
13：00～13：30 Dr. ナダレンジャーの防災

科学実験ショー17：00～17：30

９ / 1（土）14：00～15：00 ぼうさいダックwith はな
かっぱ９ / 2（日）13：30～14：30
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平成２４年梅雨期の大雨により被災した公共土木
施設の災害査定の実施について（第二報）

国土交通省九州地方整備局報道発表資料より　

１.　概　　要
　国土交通省九州地方整備局、財務省九州財務局・
福岡財務支局は、梅雨期の大雨等により被害を受け
た地域の早期復興に向け、「公共土木施設災害復旧
事業費国庫負担法」に基づき申請があった九州地方
の地方公共団体の災害査定を実施しています。
　 ９月から、甚大な被害が発生した 7月の梅雨前線
豪雨による被害箇所の災害査定に着手します。
　また、速やかな災害復旧が実施できるように、他
の地方整備局から 6名（ ９月）の査定官の応援によ
り、災害査定を実施します。

２ .　査定計画
●災害査定は、主務省である国土交通省本省及び地
方整備局職員による査定官、財政を所管する立場
から財務局及び財務支局職員による立会官が実施
します。

災害査定位置図
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● ９月は、平成24年 6 月22日から 7月22日にかけて
の梅雨期の大雨等による被害箇所1，47８件（※精
査中）の災害査定を実施します。
　※詳細は別紙のとおり
●派遣予定の査定官は、九州地方整備局３6名、本省
８ 名、他の地方整備局 6 名（北陸 ､関東 ､中国 ､
中部 ､近畿 ､四国）。
●甚大な被害が発生した 7月の梅雨前線豪雨による

被害報告は、５，５00件以上（内 7 月11～14日の九
州北部豪雨は4，000件以上 ※件数は精査中）とな
っており、概ね10月中を目処に災害査定を実施し
ます。
●平成23年の災害査定後決定件数は、2，444件です
が、平成24年はこれを大幅に上回る見込みです。

※計数は九州地方整備局による
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平成23年の水害被害額の暫定値
（全国・都道府県別）について

国土交通省水管理・国土保全局報道発表資料より　

　平成23年の水害被害額の暫定値（東日本大震災に
伴う津波による被害を除く※1）について取りまとめ
ましたので、その結果を公表します。
【被害の特徴等】
◆水害被害額は、全国で約 1兆円（過去10カ年で 2
番目）
◆被災建物棟数は、全国で約 6万 5千棟（過去10カ
年で 2番目）
◆初めて、集計値だけでなく被害の特徴について分
析を実施
◆主要な水害の被害状況
　○新潟・福島豪雨（水害被害額：約1,700億円）
　・公益事業等被害額の割合が過去10カ年で最大
　・平成16年豪雨を契機に集中的に大規模改修を実
施した信濃川水系では、当該豪雨を上回る降雨
であったにも関わらず、被害額は約 9割減少

　○台風12号（水害被害額：約5,100億円。過去10
カ年で 2番目）

　・熊野川では観測史上最高の水位（痕跡水位）
　・深層崩壊が多数発生、崩壊土砂量は合わせて約

1億㎥
　○台風15号（水害被害額：約1,400億円）
　・全国の40都道府県で被害が発生（過去10カ年で
最多※2）

　・平成10年洪水を契機に集中的に大規模改修を実
施した阿武隈川水系（福島県内）では、当該洪
水と同規模の降雨であったにも関わらず、被害
額は約 6割減少

◆都道府県別の被害額
　○ 1位　和歌山県（約2,600億円）
　○ 2位　新 潟 県（約1,200億円）
　○ 3位　三 重 県（約1,000億円）

※1 東日本大震災に伴う津波被害額については別途
集計中であり、津波被害額を含めた最終的な取

りまとめ結果の公表は、平成24年度末頃になる
予定。

※2 過去10カ年に発生した台風・豪雨のうち、被害
額が1,000億円以上のものを対象。

１.　水害被害額（津波被害額を含まない暫定値）
　約 １兆円
　〔内訳〕
　・一般資産等被害額 　　545,431百万円

（構成比 57.0％）
　・公共土木施設被害額 　378,224百万円

（構成比 39.5％）
　・公益事業等被害額 　　32,932百万円

（構成比　3.4％）
　　　　　 計 　　　　　956,587百万円
注）被害額には、人的損失、交通機関のストップな
どによる波及被害、被災した企業の部品・製品
供給機能、本社機能等が損なわれることによる
他地域の企業への影響等に係るものは含まれて
いない。

２.　水害被害の概要（津波被害額を含まない暫定値）
⑴　被災建物棟数　　約 6万 5千棟
　〔内訳〕
　○全壊・流失　 718棟　　○半壊　　　 3,858棟
　○床上浸水　19,771棟　　○床下浸水　40,310棟

計 　　64,657棟
　※うち地下部分が浸水した建物棟数は88棟

⑵　浸水区域面積　　約 5万 ha
　〔内訳〕
　○宅地・その他　23,875ha　　○農地　26,489ha

計 　50,363ha
　※うち地下の浸水区域面積は10ha
　国土交通省では、水害（洪水、内水、高潮、津波、
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土石流、地すべり等）による被害額（建物被害額等
の直接的な物的被害額等）等を暦年単位で「水害統
計」として取りまとめています。

３.　都道府県別水害被害額（津波被害額を含まない
暫定値）

（単位：百万円）

都道府県名 水害被害額 都道府県名 水害被害額

1 和 歌 山 県 262,472 25 群 馬 県 4,636
2 新 潟 県 117,665 26 青 森 県 4,414

3 三 重 県 102,980 27 宮 崎 県 3,981

4 兵 庫 県 91,050 28 福 井 県 3,729

5 福 島 県 77,739 29 熊 本 県 3,517

6 岡 山 県 37,290 30 長 野 県 3,235

7 奈 良 県 26,572 31 京 都 府 3,013

8 岐 阜 県 24,107 32 島 根 県 2,926

9 宮 城 県 23,433 33 茨 城 県 2,744

10 秋 田 県 18,977 34 埼 玉 県 2,711

11 鹿 児 島 県 14,767 35 千 葉 県 2,637

12 愛 知 県 11,317 36 長 崎 県 2,361

13 静 岡 県 11,247 37 石 川 県 2,262

14 徳 島 県 10,869 38 山 口 県 1,708

15 高 知 県 9,719 39 大 分 県 1,535

16 鳥 取 県 9,707 40 広 島 県 1,485

17 愛 媛 県 8,669 41 富 山 県 1,099

18 山 梨 県 8,497 42 沖 縄 県 677

19 岩 手 県 8,476 43 神 奈 川 県 570

20 栃 木 県 7,417 44 滋 賀 県 446

21 北 海 道 6,576 45 福 岡 県 348

22 東 京 都 6,355 46 佐 賀 県 282

23 山 形 県 5,263 47 大 阪 府 244

24 香 川 県 4,865 合　計 956,587

注）1. 都道府県名は、被害額の大きさの順に並べている。
　 2. 四捨五入の関係で、内訳の合計と水害被害額が一

致しない場合がある。
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《各県コーナー》

1.　和歌山県の地勢・気象の概要
　和歌山県は、近畿地方の南に位置する紀伊半
島の南西部にあり、広さは、東西99.7㎞、南北
106.3㎞、総面積は4,726㎢で国土の1.25％を占め
る。
　県土の大部分は紀伊山系を中心とする標高
1,000ｍ前後の山岳地帯で、高野山、那智山など
古い時代から信仰の対象とされた山々がそびえ
る。平野は少なく、紀の川流域に和歌山平野、有
田川、日高川下流に小さい平野が広がる。
　海岸線は、総延長約650㎞に及ぶリアス式海岸
で、潮岬を中心とした黒潮に洗われる県南部の海
岸は、景勝に富んでいる。
　県北部は、日照時間が長く降水量が少ない瀬戸
内気候区で、県南部は黒潮の影響を受けて温暖で
雨が多く、台風の進路となることが多い。

2.　台風第12号による雨量
　平成23年 8 月25日にマリアナ諸島の西の海上で
発生した大型の台風第12号は、発達しながらゆっ
くりとした速さで北上し、30日には中心気圧が
965ヘクトパスカル、最大風速が35メートルの大
型で強い台風となった。
　台風は、30日に小笠原諸島付近で進路を北西に
変え、 9月 2日には勢力を保ったまま四国地方に
接近、 3日10時頃に高知県東部に上陸した。その
後も、ゆっくりと北上を続け、四国地方、中国地
方を縦断し、 4日未明に日本海に進んだ。

平成23年台風第12号による被害の概要と
災害復旧事業の取組について

    和歌山県県土整備部河川・下水道局河川課

和歌山県の地勢

台風経路図（台風第12号）
（気象庁「台風第12号による大雨」より）

　台風が大型で、さらに動きが遅かったため、長
時間台風周辺の非常に湿った空気が流れ込み、西
日本から北日本にかけて、山沿いを中心に広い範
囲で記録的な大雨となった。
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《各県コーナー》

　和歌山県では、県が所管する雨量観測所182箇
所のうち、31箇所で総雨量1,000㎜を越え、田辺
市下川上地内の大杉観測所においては、総雨量
1,998㎜（ 8月30日18時～ 9月 4日24時）を観測し、
昭和28年 7 月に死者行方不明者1,046名を出し甚
大な被害をもたらした「7.18水害」を上回る降水

量となった。最大60分雨量についても新宮市高田
地内の高田観測所において144㎜（ 9月 4日 2時
30分～ 9月 4日 3時30分）を記録した。

3.　被害の状況
　台風第12号の大雨により、県内14河川で氾濫危
険水位を超過し、うち熊野川をはじめとする 5河
川で氾濫し、浸水による被害や土砂災害が多発し
た。
　田辺市、新宮市、那智勝浦町、古座川町、日高
川町では、災害救助法が適用された。

天気図（平成23年 9 月 3 日）
（和歌山地方気象台 気象速報「平成23年台風第12号に
よる大雨と暴風について」より）

（和歌山地方気象台 気象速報「平成23年台風第12号に
よる大雨と暴風について」より）

大杉観測所 
高田観測所 

8 30 18 9 4 24

写真－1　新宮川水系熊野川のはん濫後の状況
（新宮市熊野川町日足地内 国道168号 三津野橋付近）

　人的被害については、有田市、日高川町、みな
べ町、田辺市、新宮市、那智勝浦町、古座川町に
おいて死者56名、行方不明者 5名に上り、建物被
害は県内全域で全壊371棟、半壊1,842棟、床上浸
水2,680棟、床下浸水3,147棟が発生した。
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《各県コーナー》

写真－ 6　深層崩壊の状況
（田辺市伏菟野地内）

写真－3　那智川水系那智川のはん濫後の状況
（那智勝浦町井関地内　源道橋付近）

写真－4　日高川水系日高川のはん濫後の状況
（日高川町小釜本地内）

写真－ 5　土砂災害と河道の埋塞状況
（田辺市中辺路町栗栖川地内 富田川水系富田川、
国道311号 世界遺産 滝尻王子付近）

写真－ 2　新宮川水系熊野川のはん濫後の状況
（新宮市熊野川町日足地内 国道168号 神丸交差点付近）
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《各県コーナー》

4.　復旧に向けて
　台風第12号による河川、砂防、道路、港湾等の
公共土木施設の被災箇所については、10月24日か
ら合計 8回にわたる災害査定を実施して頂き、年
末の仕事納めである12月28日に全件災害査定を終
了することができた。
　県内の被災箇所は、1,785箇所、査定決定額に
ついては、47,198百万円となった。
　また、今回の台風による被災を受けた箇所の中
で、改良復旧事業として、災害助成事業 3件、災
害関連事業 5件の採択を受けることが出来た。
　中でも、日高川河川災害復旧助成事業は、被害
の大きい 3箇所の区間を一つの助成事業として採
択頂いた事例であり、その概要について紹介させ
て頂く。
　日高川は、県内中部を流れる日本一長い二級河
川であり、川沿いに集落が点在している。台風第
12号による降雨では、日高川流域に存在する龍神

観測所において降り始めからの雨量が1,028㎜（ 9
月 1日～ 9月 4日）を記録し、下流域の日高川町
入野地区では90棟の浸水被害が発生した。また、
中流域の三十木地区では、浸水38棟の被害が発生、
上流域の皆瀬地区の浸水被害は、103棟に上った。
　入野地区では、点在する被災箇所 6箇所を親災
とし、約3.5㎞にわたり、助成事業を計画。三十
木地区については　被災箇所 3箇所を親災とし約
2.5㎞、皆瀬地区は被災箇所 4箇所を親災とし約
2.7㎞の助成事業を申請し、災害費と改良費を合
わせた約85億円の事業費で採択された。
　これらの申請に当たっては、日高川流域で広範
囲にわたる越水、破堤等の被害があったが、全ての
箇所を改良復旧するのではなく、家屋浸水等の被
害が甚大であった区間を抽出し、重点的に整備す
ることで、短期間に事業効果を上げることとした。

写真－ 7　浸水の状況
（田辺市本宮町本宮地内 本宮行政局付近）

写真－ 8　土砂ダムの状況（田辺市熊野地内）

写真－ 9　実地査定の状況

写真－10　机上査定の状況
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《各県コーナー》

5.　最 後 に
　台風第12号により被災した公共土木施設につい
ては、平成23年11月 1 日に策定した「和歌山県復
旧・復興アクションプログラム」の中で、平成24
年度末までに95％の箇所を、平成25年度末までに
大規模被災箇所を除く全ての箇所の復旧を目差
し、現在も全力で取り組んでいる。

謝辞：被災箇所の復旧にあたり、国土交通省、財
務省をはじめ御指導、御協力頂きました関係者の
皆様に対し、この場をお借りして、心から御礼申
し上げます。

皆瀬地区の助成事業概要
河道断面の拡幅、護岸の築造を実施

三十木地区の助成事業概要
河道断面の拡幅、護岸の築造を実施

入野地区の助成事業概要
河道断面の拡幅、護岸の築造を実施

日高川助成事業の概要

日高川助成事業採択箇所位置図

日高川流域の入野、三十木、
皆瀬の箇所が離れた３地区に
ついて一つの助成事業として
採択された。
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防災課だより 人 事 異 動
〔水管理・国土保全局関係人事発令〕
△平成２4年 9 月10日

△平成２4年 9 月11日

△平成２4年 9 月18日

△平成２4年 9 月２0日

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

長田　朋二 農林水産省大臣官房付 下水道部下水道企画課長

関　　克己 退職 水管理・国土保全局長

細見　　寛 退職 水資源部長

足立　敏之 水管理・国土保全局長 中部地方整備局長（併）中部地方整備局建設業法令遵守推進本
部長

笹川　　敬 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（防災計画担当） 水政課水利調整室長

小池　　剛 水資源部長 河川環境課長（併）復興庁統括官付

森北　佳昭 関東地方整備局長（併）関東地方整備局建設業法令遵守推進本
部長

治水課長

泊　　　宏 関東地方整備局河川部長 河川計画課河川計画調整室長

高村　裕平 大臣官房技術調査課建設システム管理企画室長（併）大臣官房
積算企画室次長

河川環境課河川環境保全調整官

長田　朋二 農林水産省大臣官房付 下水道部下水道企画課長

中村　健一 大臣官房技術参事官（併）総合政策局（併）国際統括室（併）
土地・建設産業局

大臣官房付

渡邉　泰也 河川計画課河川計画調整室長 政策統括官付政策評価官付政策評価企画官

金尾　健司 河川環境課長（併）復興庁統括官付 関東地方整備局企画部長

藤井　政人 河川環境課河川環境保全調整官 辞職（（独）水資源機構本社ダム事業部事業課長）

山田　邦博 治水課長 関東地方整備局河川部長

松本　貴久 下水道部下水道企画課長 住宅局総務課民間事業支援調整室長（併）住宅局住宅債権証券
化推進室次長（併）大臣官房都市再生機構連絡調整室次長

麓　　裕樹 水政課水利調整室長（併）治水課 治水課治水企画官

板橋　千恵 辞職（（独）建築研究所総務部総務課主査） 総務課調整係

堀　洋一郎 住宅局安心居住推進課長補佐 下水道部下水道企画課長補佐

髙橋　菜摘 総務課調整係 河川計画課経済係

岡田　幸大 下水道部下水道企画課長補佐 砂防部砂防計画課砂防管理室課長補佐（併）水政課

日下部隆昭 派遣（フィリピン共和国） 大臣官房付

大吉　雄人 中国地方整備局出雲河川事務所計画課長 河川計画課水資源地下水係長

鈴木　　高 河川計画課水資源地下水係長 港湾局港湾経済課港湾物流戦略室戦略港湾第二係長

小川　隆文 道路局企画課道路経済調査室調査第三係長 河川計画課河川計画調整室地球温暖化分析係長

今井　康治 河川計画課河川計画調整室地球温暖化分析係長 東北地方整備局北上川河川事務所工務第一課（併）東北地方整
備局北上川河川事務所大崎出張所（併）東北地方整備局北上川
河川事務所調査課

横田　尚之 大臣官房技術調査課技術調査係長 河川環境課水防企画室水害避難係長（併）大臣官房技術調査課



平 成 24 年 10 月  1  日 防 災 （25）第 760 号

△平成２4年 9 月30日

△平成２4年10月 1 日

石川　　裕 農林水産省大臣官房付 大臣官房審議官（併）水管理・国土保全局

久保田　明 辞職（（独）水資源機構本社ダム事業部事業課主幹） 水資源部水資源計画課危機管理係長

山越　誠一 退職 河川環境課企画専門官

秋本　佳則 大臣官房審議官（併）水管理・国土保全局 農林水産省大臣官房付（北陸農政局次長）

笛田　俊治 大臣官房付 大臣官房付（併）内閣府政策統括官（科学技術政策・イノベー
ション担当）付参事官（調査・分析担当）付企画官

河元　隆利 近畿地方整備局淀川河川事務所調査課長 治水課企画調整係長

冨澤　洋介 総合政策局公共事業企画調整課調整官 水資源部水資源計画課水循環推進調整官

西　　　修 総合政策局海外プロジェクト推進課長補佐 下水道部下水道企画課長補佐（併）総合政策局海外プロジェク
ト推進課

近藤　克郎 河川計画課付 近畿地方整備局琵琶湖河川事務所副所長

出光　夏子 河川計画課経済係 大臣官房会計課調査係

白石　雅寛 河川環境課企画専門官 総合政策局海外プロジェクト推進課長補佐（併）国際統括室（併）
総合政策局国際政策課

永山　隆治 河川環境課水防企画室課長補佐（併）河川計画課河川情報企画
室

気象庁予報部予報課予報官

黒沼　尚史 河川環境課河川環境教育係長 関東地方整備局建政部都市整備課下水道係長

伊藤　芳則 治水課長補佐 関東地方整備局荒川下流河川事務所副所長

池田　大介 治水課企画調整係長 中部地方整備局三重河川国道事務所工務第二課（併）三重河川
国道事務所鈴鹿国道出張所

湯原　麻子 水資源部水資源計画課水循環推進調整官 国土技術政策総合研究所総合技術政策研究センター建設経済研
究室主任研究官

松木　浩志 水資源部水資源政策課危機管理係長 辞職（（独）水資源機構大山ダム建設所環境課主幹）

宮本　豊尚 下水道部下水道企画課企画調整係長 国土技術政策総合研究所企画部研究評価・推進課技術管理係長
（併）下水道部下水道企画課

山縣　弘樹 下水道部下水道事業課長補佐 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課長補佐

門見　晋作 下水道部下水道事業課再構築係長 辞職（北九州市上下水道局下水道部下水道整備課）

坂本　泰正 砂防部保全課海岸室課長補佐 中国地方整備局出雲河川事務所副所長

松芳　健一 河川環境課河川保全企画室戦略的維持管理係長 河川環境課水防企画室水防計画係長（併）河川保全企画室

金子　純二 治水課長補佐 治水課事業監理室課長補佐（併）治水課

茨木　　誠 下水道部下水道企画課長補佐 下水道部下水道企画課企画調整係長
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１．はじめに
　山口県萩土木建築事務所工務課長の原田と申し
ます。県庁に入ってはや二十数年になりますが、
地域の生命線である幹線道路を事前に通行止めす
るということを初めて経験しました。
　今回は、平成22年度に発生した主要県道萩秋芳
線道路災害復旧（地すべり）工事について、崩壊
の兆候を事前に把握したことにより、斜面崩壊に
至ったものの被害を最小限に抑えることが出来た
事例を紹介したいと思います。

２ ．地域の概要
　萩市は、山口県の北部に位置し、総面積は
698.79㎢で、県土の11.4％に当たります。北部は
日本海に面し、東部は益田市（島根県）、津和野
町（島根県）、阿武町、南東部は山口市、西部は
長門市、美祢市に接しています。
　地形は、全体として東部の中国山地から北西部
の日本海に向かう傾斜地で、南部市境界付近に標

高700ｍを超える山々が連なっています。低地は
少なく、阿武川河口部に形成された三角州にある
市街地とその周辺地に見られ、丘陵地は、田万川
地域から須佐地域にかけての臨海部に比較的なだ
らかに広がっている程度で、大半を山地が占めて
います。
　気候は、沿岸部においては対馬海流の影響を受
けて比較的温暖であり、中山間部においては盆地
特有の気候で、変化に富んだ豊かな自然環境を有
しています。
　また萩は、江戸時代に毛利氏が治める長州藩の
本拠地となった都市として有名であり、江戸初期
に長門国の城下町である萩と周防国三田尻（現在
の山口県防府市）を結ぶ街道として整備された萩

「平成22年度 主要県道
　 萩秋芳線道路災害復旧
（地すべり）工事について」 山口県土木建築部

萩土木建築事務所 工務課長
原田　貞雄

位置図 箇所図

 

萩市

災害箇所 

主
要
県
道
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芳
線

至萩

至秋芳
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往還のルートは、今回の災害箇所とほぼ並行して
おります。
　幕末には、この道を吉田松陰、高杉晋作らの維
新の志士が何度も往来しました。

３ ．被災の状況
　平成22年 6 月14日、主要県道萩秋芳線の今回の
災害発生法面の上部の土地所有者から地山にクラ
ックが入っているとの情報を得て、ただちに現地
調査した結果、道路面から直高約３５ｍ付近の切土
法面に延長約３0ｍ、段差約 ３ｍの滑落を確認しま
した。
　現場の状況から地すべりと判断し、直ちに簡易
変位観測を開始し、大雨時に通行規制を実施する
ことを関係機関に周知しました。
　被災状況を写真− 1～ 4に示します。

４ ．崩壊に至る経緯について
　 6月24日から伸縮計での観測を開始し、パソコ
ンと携帯電話を使い24時間監視体制を実施しまし
た。

　 6 月26日からの降雨により地すべりが活発化
し、同日午後11時から通行止めを開始しました。
　その後、地すべりが沈静化したことから 6月29
日から交通確保に向けて応急工事に着手し、 7月
10日には仮設防護柵の設置を完了しました。
　ところが、 7月11日から降雨により地すべりが
活発化し、現地監視体制の中、 7月14日午前 7時
３５分、延長20ｍ、高さ27ｍにわたり崩壊しました。
　平日の朝 7時半過ぎの崩壊であったので地元情
報に的確に対応しなければ、間違いなく通勤の車
を巻き込んでいたと想像できました。
　孔内傾斜計変動図を図− 1に、崩壊状況を写真
− ５～ 8に示します。

５ ．早期の片側交互通行開始に向けて
　主要県道萩秋芳線は、萩市の表玄関として最重
要路線であり、地元関係者からの交通確保につい
ての要望が強く早期の片側交互通行開始が当面の
課題となりました。
　さらに萩市では、毎年 8月 1日に日本海大花火
大会が開催されるため 8月 1日までの応急工事完

平面図（写真位置図）
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－

－

－
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図− １

写真− １

写真− ２ 写真− ４

写真− ３
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成が至上命題となり、関係者の努力により 7月28
日応急工事を完了し午前10時片側交互通行を開始
することができました。
　片側交互通行開始状況を写真− 9、10に示しま
す。

６ ．地すべり機構について
【気象】
　変状発生時　平成22年 6 月1５日
　　連続雨量３7㎜　最大時間雨量1３㎜
　崩壊発生時　平成22年 7 月14日

写真− ５

写真− 7

写真− 8

写真− 9

写真−１0

写真− ６
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と推定しました。
　図− 2に地すべり断面を示します。

7 ．対策工法について
　変状斜面の復旧工法の検討に当たっては、原形
復旧を基本とし、横ボーリング工による降雨時に
上昇する地下水を排除する抑制効果を見込み、不
足する安全率に対して抑制工及び抑止工によって
斜面安定を確保できる以下の ３案で比較し、検討
の結果、アンカー工を採用しました。
　第 1案　排土工（アンカー併用）
　第 2案　アンカー工
　第 ３案　抑止杭工（アンカー併用）
　図− ３に対策工法を示します。

図− ３

図− ２

　　連続雨量2５３㎜　最大時間雨量22㎜

【地すべりによる被災状況】
　地すべり幅　：Ｗ＝46ｍ
　地すべり延長：Ｌ＝３4ｍ
　地すべり層厚：推定10ｍ
　発生土砂量　：推定16，000㎥

【被災原因】
　降雨の浸透により、土の強度低下が進み土塊が
バランスを失ってすべりが発生した。

【すべりの種類】
　崖錐堆積物及び砂岩風化岩（破砕帯）層厚 7～
9ｍを移動土塊とする風化岩すべり（複合すべり）
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8． ２車線確保への対応
　県道萩秋芳線は、平成22年 ３ 月20日に萩有料道
路が無料開放されたため交通量が激増しており、
片側交互通行期間が長期化すれば、観光シーズン
とも重なって著しい交通渋滞を引き起こすことが
予想され、観光地のイメージダウンだけに限らず、
現場付近は縦断勾配も大きく追突事故が発生する
ことが懸念されました。
　また地元からも早期 2車線確保の強い要請があ
りました。
　これらの点を考慮して、別事業で土羽部分を利
用して車道を 2車線確保し、交通の円滑化と事故
防止を図ることとしました。
　図− 4、５に道路横断図を示します。

図− ４

図− ５

9 ．現在の状況
　現場は、平成2３年 ５ 月の大型連休までに完成し
ました。
　現在完成から約 1年半経過し、私は毎日通勤で
この現場を走行していますが、当時の関係機関と
の協議の慌ただしかったことを思い出します。

１0．おわりに
　今回の災害復旧事業を通して日常からの情報収
集の大切さを改めて痛感しました。
　また、何よりも斜面崩壊したにも関わらず、事
前に通行止めをすることにより人的被害を防ぐこ
とが出来たことについて、関係者の皆様のご理解
とご協力に深く感謝します。
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１ ．日　　時
　平成24年12月 4 日㈫ 1３時～1５時

２ ．場　　所
　東京都千代田区平河町 2－ 7－ 4
　　砂防会館別館 1 F「淀・信濃」
　　電話　0３（３261）８３８6

３ ．議事次第（案）
　　⑴　開　　会
　　⑵　会長挨拶
　　⑶　議長選出
　　⑷　来賓挨拶
　　⑸　平成24年発生災害の概要説明
　　⑹　災害復旧及び災害防止事業功労者表彰
　　⑺　地方代表意見発表
　　⑻　大会要望決議採択
　　⑼　閉　　会

４ ．出席人員
　正会員につきましては、なるべく多数、各都道府
県10名程度のご出席を頂ければ幸いです。
　また、賛助会員の方もなるべく多数、各会員 ５名

程度ご出席頂ければ幸いです。

５ ．その他
　⑴　地方代表意見発表
　地方の代表者が、要望意見発表を行います。

　⑵　大会要望決議採択
　大会において災害復旧促進に関する要望決議
を行い、国会及び政府関係方面に出来るだけ要
望することとします。要望書は事務局が準備し
当日お渡しします。
　国会議員への要望は、昨年と同様各議員の出
身又は関係のある都道府県の方に対応して頂く
予定です。その予定のリストを送付しますので、
修正事項等があればご連絡下さい。
　なお、時間等の都合で対応が難しい場合は東
京事務所の方の対応でも差し支えありません。
　また、要望活動は極力当日の会議終了後お願
いしますが、どうしても届けられなかったもの
については、翌週以降事務局に返却下さい。後
日事務局が対応します。
　国会議員以外の政府関係方面については事務
局一任とさせて頂きます。

協会だより

平成２4年度 災害復旧促進全国大会の
開催について（ご案内）

会場案内図

■地下鉄 永田町駅
　（有楽町線・半蔵門線・南北線）
　 4番出口 徒歩 1分

砂防会館
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名誉会長　田原 隆氏の逝去について

　当協会名誉会長の田原 隆氏におかれましては、
平成24年 9 月 9 日午前 2時41分、福岡市内の病院で
逝去されました。享年87歳でした。
　密葬は平成24年 9 月10日に執り行われました。
　氏は大正14年 9 月 8 日、大分県杵築市大田小野
960番地（旧西国東郡田原小野960番地）に出生し、
九州大学工学部土木工学科を卒業後、昭和24年に建
設省（当時）に入省されました。
　昭和31年 4 月から同35年 4 月まで河川局（当時）
防災課、同35年 5 月から36年12月まで同局海岸課（当
時）に勤務され、昭和34年の伊勢湾台風などの災害
復旧に大いに尽力されました。
　さらに、昭和47年 7 月から同48年 9 月まで河川局
海岸課長（当時）、同48年 9 月から河川局防災課長（当
時）を歴任され、国土の保全と民生の安定を図る上
で大きな足跡を残されるとともに、現在の総合単価
制度の確立など災害復旧関係事業の効率化を図るこ
とに、広く貢献されました。
　昭和50年 7 月には九州地方建設局長（当時）に栄
転され、九州地方の社会資本整備に尽力されました。

　昭和54年、第35回衆議院議員総選挙に旧大分 2区
から立候補し、当選され、以後当選 6回を重ね、平
成 3年には法務大臣に就任されました。
　その後、平成 7年12月から同14年 6 月まで当協会
の会長を務められ、会長辞任後は名誉会長として、
当協会の事業活動を暖かく支えて戴きました。
　ご逝去にあたり、謹んでお悔やみを申し上げ、ご
冥福をお祈り致したいと思います。

平成24年度防災セミナー 日程決まる

　　　　 １．期　日　　平成25年 １ 月29日（火）

　　　　 2．会　場　　東京都港区虎ノ門　発明会館ホール

なお、詳細については、後日お知らせ致します。

お知らせ
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A 4 判　300頁　頒価5,000円（消費税込み）　送料協会負担

平成23年発生災害採択事例集

【概　要】

　本書は、平成23年に発生した災害の概要を記載するとともに、近年の社会情勢の著しい変化を適切

に捉え、コスト縮減や新たな技術の採用など、復旧工法等について様々な工夫を加えた事例について、

各地方自治体の方々のご協力を得て取りまとめたものであります。

　これまでに発刊された各年の採択事例集と同様に、本書が今後の災害復旧の迅速かつ的確な対応並

びに災害復旧事業関係者の技術力の向上の一助となれば幸いです。

１ ．平成23年発生災害について

　⑴　平成23年発生災害の概要
　⑵　主な平成23年発生災害の概要
2 ．平成23年発生公共土木施設災害（国土交通

省所管）の概要

　⑴　決定額及び被害報告額
　⑵　決定額内訳
　⑶　平成23年発生大規模災害箇所一覧表（ 4

億円以上）
　⑷　一定災の推移
3 ．平成23年河川等災害復旧助成事業・河川等

災害関連事業及び河川等災害関連特別対策

事業の概要

　⑴　総括
　⑵　平成23年河川等災害復旧助成事業の概要
　⑶　平成23年河川等災害関連事業の概要
　⑷　平成23年河川等災害関連特別対策事業の

概要
　⑸　平成23年河川等災害特定関連事業の概要

　⑹　平成23年特定小川災害関連環境再生事業
の概要

4 ．平成23年発生災害採択事例

　⑴　河川災害復旧工事　 4事例
　　　（補助災害全体に占める割合：約32％）
　⑵　海岸災害復旧工事　 2事例
　　　（補助災害全体に占める割合：約12％）
　⑶　砂防・急傾斜・地すべり災害復旧工事　

3事例
　　　（補助災害全体に占める割合：約 1％）
　⑷　道路災害復旧工事の概要　17事例
　　　（補助災害全体に占める割合：約17％）
　⑸　橋梁災害復旧工事の概要　 4事例
　　　（補助災害全体に占める割合：約 5％）
　⑹　その他（下水道施設）の概要　 1事例
　　　（補助災害全体に占める割合：約21％）
　⑺　改良復旧工事の概要　17事例
参考 １　収録事例特徴別分類表
参考 2　災害査定事務の簡素化

新刊ご案内

平成23年発生災害採択事例集　【目次】

平成24年 8 月発刊

詳細については、㈳全国防災協会ホームページの出版図書案内をご参照下さい。
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災害復旧工事の設計要領（平成24年版）

　「災害復旧工事の設計要領」（通称「赤本」）は、昭和32年に初版を発行して以来、平成24年版で56版を数える
ことになります。
　その間には、請負工事への転換、機械施工の進展、新工法・新技術の開発、電算化への移行等社会情勢の変化
とともに、その都度内容の改正を行ってまいりました。
　災害復旧事業は、被災後速やかに復旧することが事業に携わる者の使命であり、このためには、災害査定設計
書を迅速かつ適確に作成する必要があります。
　災害査定用歩掛は、文字通り災害査定設計書を作成するための歩掛であり、実施計画書との乖離が生じないよ
うにとの配慮から、平成 5年 7月より土木工事標準歩掛に準拠したものとなっています。土木工事標準歩掛は、
施工形態の変動への対応及び歩掛の合理化・簡素化の観点からの歩掛の改正・制定が行われています。平成24年
度の災害査定用歩掛の主な改正内容は次のとおりです。

〔主な改訂内容の概要〕
⑴　歩掛について
　災害査定用設計歩掛が準拠している土木工事標準歩掛（国土交通省）において、平成24年度は「鋼管・既製
コンクリート杭打工」など 8工種の歩掛見直し等が行われた。
⑵　建設機械等損料の改正
　建設機械等損料等の見直しが行われた。
⑶　間接工事費について
　現場管理費率式の見直しが行われた。
　また、共通仮設費、現場管理費の間接工事費率の大都市補正について、適用地区に川口市、草加市、八王子
市、静岡市が追加された。

第Ⅰ編　一般事項
　第 1章　総　　則
　第 2章　工事費の積算
　第 3章　一般管理費等及び消費税相当額
　第 4章　数値基準
　第 5章　建設機械運転労務等
　第 6章　災害査定設計書記載例

第Ⅱ編　共 通 工
　第 1章　土　　工
　第 2章　共 通 工
　第 3章　基 礎 工
　第 4章　コンクリート工
　第 5章　仮 設 工

第Ⅲ編　河　　川
　第 1章　河川・海岸
　第 2章　河川維持工

　第 3章　砂　　防
　第 4章　地すべり防止工

第Ⅳ編　道　　路
　第 1章　舗 装 工
　第 2章　付属施設
　第 3章　道路維持修繕工
　第 4章　共同溝工

第Ⅴ編　そ の 他
　第 1章　伝統的な復旧工法（参考）
　第 2章　機械経費

第Ⅵ編　参考資料
　第 1章　設計資料
　第 2章　災害復旧における環境への取組に

ついて
　第 3章　災害復旧工法について

新刊ご案内

本書の内容

平成24年 7 月発刊

詳細については、㈳全国防災協会ホームページの出版図書案内をご参照下さい。
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